
地域脱炭素政策の支援機能を考える

～北海道での検討から～

２０２２年８月２４日 北海道環境財団 久保田学 1



「地方」からみた脱炭素
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地域脱炭素ロードマップのキーメッセージ

出典：環境省サイトより抜粋・加工

地域の発展
住民参加
地域の誇り

公平な社会
貧困の解消
公正な移行

加えて，この視点が必要
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4出典: 環境省サイト

宣言は
したけれど
・・・



自治体規模別実行計画（区域施策編）策定率（2021年10月現在）
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出典: 環境省サイト



策定・改定しない理由
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出典: 環境省サイト

優先度の低さ
＋人材の不足



問い ： 何のために脱炭素に取り組むのか？
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気候正義 地域発展・存続

ＱＯＬ維持・向上グリーン成長

国・世界 自治体・生活者

マクロな視点 満足感・充足感

～シビックプライド

？
取り組む意義が地域に共有さ
れ，納得ずく（ボトムアップ）の
政策形成が必要

× ＝

再エネをめぐるコンフリクト 新たな「漏れバケツ」？

（写真：猛禽類医学研究所提供）



解決策しての地域循環共生圏・ローカルＳＤＧｓ

8出典：環境省サイト



人材育成の取組状況

9

自治体職員の育成，
サポート人材の確保
等の支援が必須！



北海道の自治体の状況
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ゼロカーボンシティ，気候非常事態宣言
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ｎ=１７９ 回収率１００％

理 由

政策課題としての認知が低く，
動機づけから必要な状況

出典 ： 第２回北海道脱炭素モデル地域構築懇話会（２０２１年１０月２９日）資料より抜粋・加筆

１４自治体

４自治体

８７自治体



実行計画策定状況

12

理 由

ｎ=８３

出典 ： 第２回北海道脱炭素モデル地域構築懇話会（２０２１年１０月２９日）資料より抜粋・加筆



自治体の地域課題
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地域課題と
して認識さ
れていない

出典 ： 第２回北海道脱炭素
モデル地域構築懇話
会（２０２１年１０月２９日）
資料より抜粋・加筆

１４自治体



北海道に求める支援策

14出典 ： 第２回北海道脱炭素モデル地域構築懇話会（２０２１年１０月２９日）資料より抜粋・加筆



具体的な支援ニーズ
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財政支援ニーズの内訳 情報ニーズの内訳

政策形成段階に
一定の支援ニーズ

補助（特に設備）
への要請大

事業の活用に関する
関心は薄い？

出典 ： 第２回北海道脱炭素モデル地域構築懇話会（２０２１年１０月２９日）資料より抜粋・加筆



見立て

 地域産業や雇用を課題と認識しつつ，脱炭素・エネルギー政策がその解決策
として認識されていない。

 政策優先度の低さからもニーズは顕在化していないが， 「事業効果に関する
情報提供」等の動機づけが必要。

 政策立案・形成段階の支援には一定のニーズがある。
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 設備導入を中心とする資金ニーズに応えることありきではなく，自治体の取組
段階に応じた政策形成・進行管理のプロセス支援が必要！

 地域課題の解決策としてのプロデュース，住民利益の可視化による内発的な
政策形成を働きかけ，サポートする必要性。



取組段階に応じた支援策の検討

17



地域気候エネルギー政策の支援体系

18

オーストリア・ニーダーエスターライヒ州の例

エネルギー政策認証（ｅ５）の取得

州の「エネルギー帳簿」による進行管理

「気候同盟」への参加
（政策評価ツール提供，
イベント・ＷＳ開催等）

州の環境自治体サービス
（助成情報，共同購入，
建築物対策助言等）

州の基盤的な政策

自治体の力量・到
達度，目標レベル
に応じて，国，州，
ＮＧＯが支援策を
重層的に用意し，
ステップアップを
支えている。

出典 : ニーダーエスタライヒ州環境エネルギーエージェンシー提供資料より抜粋



我が国では
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先行１００地域
ＳＤＧｓ未来都市等

各種支援メニュー（環境省脱炭素地域づくり支援サイト） 県レベルの支援体制の
全体像・役割等は不明

自治体が自力で
獲得（域外コンサ
ルへの依存も）

トップランナーを重点的に支援し，「水平展開」を期待

取組み段階に応じたステップアップの支援
体系・支援機関の役割分担等が不明

？

？



北海道での検討
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出典 ： 第２回北海道脱炭素モデル地域構築懇話会（２０２１年１０月２９日）資料より抜粋



支援の方向性
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出典 ： 第４回北海道脱炭素モデル地域構築懇話会（２０２２年３月２日）資料より抜粋

未着手段階未着手段階 人材不足などの諸課題から，脱炭素化の検討が未着手の段階 脱炭素検討の土台づくり



支援の方向性

出典 ： 第４回北海道脱炭素モデル地域構築懇話会（２０２２年３月２日）資料より抜粋

検討段階検討段階 意向はあり，検討を進めているが事業化には至っていない段階 地域脱炭素の計画・目標づくり
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実践段階実践段階 地域脱炭素化に向けた具体的な事業に着手しており，実践段階にある地域 計画の実行



中間支援組織と人材
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２つの中間支援機能
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人材育成・派遣

• 実行計画等政策形成支援
• 事業化・実証サポート，協働実践
• 技術的助言，専門人材派遣
• 事例紹介・交流
• 進行管理・品質管理

• ステークホルダー把握（マップ）
• ステークホルダーへの情報発信
• 対話の場づくり（設計・運営）
• 住民参加，合意形成のサポート
• 地域づくりとの統合（ローカルＳＤＧｓ）

• 自治体職員研修
• 専門人材育成・派遣
• 人材交流・ネットワークづくり地域エネルギー

エージェンシーの
機能

地域発展支援
組織の機能

住民参加・合意形成等のプロセス支援気候エネルギー政策形成・実行支援



必要となる支援人材
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支援人材 主な役割 想定される担い手

ファシリテーター 地域の合意形成，ＳＨ間の調整役，協議会運営等 専門組織，コンサル

プロジェクトマネｰジャｰ 事業化検討等の進行管理，意思決定役 コンサル，民間事業者

地域に精通した人材 ＳＨ間のつなぎ役，地域視点の助言 地域住民・事業者

技術者 技術的な助言 コンサル，民間事業者

有識者 客観的な助言 大学教授など
出典 ： 第４回北海道脱炭素モデル地域構築懇話会（２０２２年３月２日）資料を要約

 外部人材の活用が前提（専門人材の雇用，継続派遣の要件，マネジメント手法，実現方策については未検討）

 支援組織に求められる継続性，専門性，公益性をどう担保するか？

＜参考＞ オーストリアの地域エネルギー政策支援組織と専門人材

州政
府

地域エネルギー
エージェンシー

ｅ５プログラム参加自治体専門人材

気候エネルギーモデル地域
（複数自治体の連合体）マネージャー（雇用）

派遣・サポート連
邦

気候エネルギー基金
資金

資金



まとめにかえて～課題・論点
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 地域発展・振興策としての動機づけ（根拠）から必要

 自治体のステップアップを伴走する仕組み

 市町村支援における国と都道府県の役割分担

 ナレッジ・ノウハウを地域に集積する必要性

 脱炭素の長い道のりを伴走し，体質改善に寄り添う「家庭医のような関係」

 専門人材の安定雇用，継続派遣を可能とする仕組み

 担い手の組織形態・経営

 継続性，専門性，公益性の担保

 誰が合意形成に参加するのか

 地域発展・将来像との統合

政策優先度の低さ

自助努力ありき

域外コンサル依存

一過性の補助事業

外部人材依存

既存の組織の共同体にも可能性

１．取組深度に応じた支援体系の整理

２．地域の中間支援「組織」の必要性についての理解

３．住民参加・内発的な地域づくりへの統合

「気候民主主義」の主流化

法的存在としての
温暖化防止センター
の再設計


